
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
　　現在、職員の給与については、市長等の給料月額の減額支給に関する条例（平成１８年益田市条例第４号）及び益田市職員

　給与の特例に関する条例（平成１８年益田市条例第８号）に基づき、平成２０年３月３１日までの間、次のとおり減額措置を行って
　いる。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

管理職手当受給者
上記以外の職員

給料月額

20%
20%
20%
3.50%
0.5～2.5%

区　　　　　分

千円

2,859,923 6,530 7,5961,808,036 297,296 754,591

（参考）都道府県平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

人 件 費

　　　　　　Ｂ

人　

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

27,515,30252,320

職員数

　　　　　　Ａ

益田市の給与・定員管理等について

人 件 費 率

448,337

（参考）

Ｂ／Ａ

実 質 収 支

4,438,835

給与費 B/A

区　　分

16.1

Ｈ１8年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

H17年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

17.4

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（H１8年度末）

Ｈ１8年度

副　　市　　長
教　　育　　長

市　　　　　長

438

(H14)
101.2(H14)

100.1

(H14)
103.5

(H19)
98.3

(H19)
96.9

(H19)
97.9

90

95

100

105

益田市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、○年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円―

―

138,400

区　　　　　分

130,096

159,700

益　田　市 国島　根　県

159,998

346,246

345,200

312,600

312,600

139,167

平均年齢

―

―

252,600

205,000

205,000

―

一般行政職

区　　　　分

中　学　卒

技能労務職

高　校　卒

大　学　卒一般行政職

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

中　学　卒

―

経験年数１５年

260,500

304,300

260,500

平均給与月額

平均給料月額

391,918

344,200

43.8

区　　分

42.8

平均給与月額

益田市

島根県

434,539

424,642

170,200

類似団体 376,934

368,700

国

334,970

287,09448.8

島根県

43.8 333,748

―

408,150343,951

国 40.7 325,724

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平均年齢 平均給料月額

379,43648.0

368,361

361,343

―

47.4

平均給与月額

（国ベース）

385,872

330,862

―

356,234

383,334

類似団体 313,225

経験年数２０年

48.0

大　学　卒

経験年数１０年

138,400

138,400高　校　卒

　　　　 益田市

うち学校給食員 409,145365,90046.1
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

（注）１　益田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

13 3.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

5.8

　　　　　　　　％

20

　　　　　　　　人

課長補佐

42

　　　　　　　　人

７　　級 部長

係長

５　　級

4 1.2
１　　級

３　　級 主任主事

副主任主事
　　　　　　　　人

４　　級

　　　　　　　　人

76

　　　　　　　　人

113

区　　分

２　　級

主事

６　　級 課長

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

標準的な職務内容 職員数

77 22.3

　　　　　　　　％

12.2

　　　　　　　　％

22.0

32.7
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（2) 昇給期間短縮の状況

　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（H18年度支給割合） （H18年度支給割合） （H18年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（Ｈ１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

47.50

59.28

1.45 3.00 1.45

1.60 0.75 1.60 0.75 1.60 0.75

25,609

比　　　　　　　　　　　率

職 員 数

6,868

30.55

0.0

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

41.34

59.28

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

益　　　　　田　　　　　市 島　　　　　根　　　　　県

0

3.00 1.45 3.00

23.50

33.50

47.50

全　職　種

0

　　　　　　　　　人

区　　　　　　　　　　　　分

H1７年度

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　人

職 員 数

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数H1８年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

１人当たり平均支給額（Ｈ１8年度）

国益　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

0

　　　　　　　　　人普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

1,711 1,743

―１人当たり平均支給額（H18年度）

国
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 (3) 地域手当

（Ｈ１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（Ｈ１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額２００円

日額１２０円

　　　｜ 久城が浜センター し尿処理場槽内等特別清掃 日額２，９００円

　　　｜ 生活福祉 行旅死亡人等取扱 １件２，０００円

日額６００円

文化振興 発掘調査 日額１５０円

農林水産 鳥獣対応 日額５００円

日額２８０円

　　　｜ 生活福祉 福祉外勤 日額１５０円

　　　｜ 環境衛生 鳥獣死骸処理 １件２００円

　　　｜

日額１，０９０円

　　　｜ 環境衛生 防疫 日額２８０円

　　　｜ 環境衛生 保健衛生 日額２５０円

　　　｜

　　　｜

10

支給対象職員数

0

主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（Ｈ１8年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（Ｈ１8年度）

手当の種類（手当数） 19

　　　｜ 災害応急巡回監視（夜間

　　　｜ 機動管理 除雪

下水 し渣処分運搬

　　　｜

　　　｜

　　　｜

文化振興

機動管理

機動管理

坑内発掘調査

　　　｜ 機動管理 災害応急作業（夜間）

環境衛生 こみ収集

　　　｜

左記職員に対する支給単価

機動管理 危険作業

　　　｜

　　　｜ 機動管理

0

支給率

支給実績（Ｈ１8年度決算）

大阪市

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（H18年度決算）

支給実績（H18年度決算）

特殊勤務手当

日額７２０円

災害応急作業（日中）

日額４８０円

徴収 日額１５０円

日額１２０円

日額５６０円

39.9

3,181

日額７３０円

国の制度（支給率）

10

0

税務

11,934

災害応急巡回監視（日中機動管理

災害査定測量

5



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

（6) その他の手当（Ｈ１９年４月１日現在）

円

住居手当

②交通用具利用者
　２ｋｍ以上通勤距離によ
り、５，３００円～３９，０００
円

通勤手当

同

異

①交通機関利用者
　２ｋｍ以上月額運賃４５，
０００円以下は全額
　４５，０００円を超えるもの
は超える額の６０％を加算
した額

千円

千円
②持ち家居住者２，５００
円（５年間）

同 19,494

①借家居住者２７，０００
円を限度

同 同 63,873

円

191,811

148,806

⑥扶養親族のうち満１６歳
の年度の初めから満２２
歳の年度末までの子５，０
００円

異 40,767

⑤上記以外の扶養親族
５，０００円

④扶養親族でない配偶
者を有する場合の１人目
の子６，５００円

③配偶者のない職員の
場合の扶養親族１１，０００
円

②配偶者以外の扶養親
族のうち２人まで６，０００
円

手　当　名

①配偶者１３，０００円

内容及び支給単価

303

扶養手当

部長12/100
課長10/100

支給職員１人当たり
平均支給年額

国の制度
との異同

（Ｈ１8年度決算）
異なる内容

千円 435,307

円

円

千円

27,860

105,342

152,804

職 員 １ 人 当 た り 平均支給年額 （ Ｈ １ ８ 年 度決算 ）

支 給 実 績 （ Ｈ １ ８ 年 度 決 算 ）

管理職手当

国の制度と 支給実績
（Ｈ１8年度決算）
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５　特別職の報酬等の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

828,000

662,400

550,800

退
職
手
当

269,000

213,000

228,000620,000

　　（Ｈ１8年度支給割合）

期
末
手
当

議 長

議 長

報

酬

副 議 長

市区町村長

議 員

副 市 長

副 議 長

議 員

688,500

　　（Ｈ１8年度支給割合）

560,000

690,000

895,000

409,500

346,500

319,500

市 長

助 役

備　　　　考

市 長

区 分 給 料 月 額 等

616,0001,089,000

副 市 長

（参考）類似団体における最高／最低額
給

料

16,560,000

8,262,000

任期終了後

任期終了後

3.0

3.0

550,800

1年につき給料月額の100分の500を支給

1年につき給料月額の100分の300を支給

7



６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（Ｈ１９年４月１日現在）

　

小　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

55歳43歳

合　　計
＜参考＞

9.66

＜参考＞

8.28

5.36

-14453 439

73 66

[       533       ］

75

369

522

73

一
般
行
政
部
門

職員数
0

消防部門

区　分

人

3

小　計

普
通
会
計
部
門

計

教育部門

20歳 20歳

369 368

31 66 45 3773 56 82

人人

59歳 以上

人 人

47歳 51歳

人 人

39歳

人 人 人人

35歳

人

～ ～ ～ ～

56歳 60歳52歳48歳

～

40歳 44歳36歳

～～

24歳

未満

～ ～ ～

28歳 32歳

23歳 27歳 31歳

平成１9年

職 員 数

平成１8年

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

計

＜参考＞

-1 特別会計へ移管

66 -7

[       533      ］ [     0    ］

特別会計業務増による

512 -10

退職者不補充

70 -5

368

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

6.97

5.36

-1

-7

人

50461 49 1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成１８年３月３１日現在の人数である。

522 495 27 △ 5.2

平成22年4月1日 純減数

6,393 7,90129 115,888 21,432 48,079 185,399

千円 千円17年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

一人当たり給与費

区　　分 職員数

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A

千円　 ％

　　　　（　　％）

総費用に占める

一人当たり

％

（参考）都道府県平均

める職員給与費比率

職員給与費比率

26.1 26.1

17年度の総費用に占

216,295

Ａ  

　質収支

　　　　千円１７年度 千円　

等 会 計

―職員数 522 512

　　　　（　　％）増減

計

増減

（    ％）

―

-10

―教　育

一般行政

75 70

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

378 369

純減率

職員数 職員数

計画始期

１７年 １８年

増減

増減

職員数

494

平成17年4月1日

公 営 企 業 職員数

区　　分 総費用 純損益又は実

829,992 80,206

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

１年目 ２年目

-9

１９年 （参考）

計 数値目標

１７年～２２年

　　　　（　　％）

―69 73

-5

4
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イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（H17年度支給割合） （H17年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当Ｈ１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、○年度に退職した職員に支給された平均額である。

企業 団体（一般行政職・団体平均等）

1,788

上記以外の職員

給料月額に対する割合

3.50%

0.5～2.5%

１人当たり平均支給額（１７年度）

団体　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（H17年度）

577,214

425,547353,968

企業

376,947団体平均

事 業 者

平　均　年　齢 基本給

41.34

47.50 59.28

減額措置
現在、職員の給与については、益田市水道事業職員給与の特例に関する規程（平
成18年益田市水道事業管理規程第３号）に基づき平成２０年３月３１日までの
間、次のとおり減額措置を行っている。

　　　　　　区　　分 平均月収額

44.8

41.6

33.50

1,658

16,559 25,85816,559 25,858

23.50 30.55

管理職手当の支給を受ける職員

区分

企 業

1.45

0.75

23.50

1.6 0.75

1.45 3.0

1.6

3.0

33.50

47.50

30.55

41.34

59.28
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エ　特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（Ｈ１８年４月１日現在）

円1,024 千円 511,830管理職手当
部長12/100
課長10/100

同

③配偶者のない職員の
場合の扶養親族１１，０００
円

④扶養親族でない配偶
者を有する場合の１人目
の子６，５００円

通勤手当

⑤上記以外の扶養親族
５，０００円

②交通用具利用者
　２ｋｍ以上通勤距離によ
り、５，３００円～３９，０００
円

①交通機関利用者
　２ｋｍ以上月額運賃４５，
０００円以下は全額
　４５，０００円を超えるもの
は超える額の６０％を加算
した額

住居手当

同

同

①借家居住者２７，０００
円を限度

②持ち家居住者２，５００
円（５年間）

①配偶者１３，０００円

扶養手当

⑥扶養親族のうち満１６歳
の年度の初めから満２２
歳の年度末までの子５，０
００円

4,504 千円

②配偶者以外の扶養親
族のうち２人まで６，０００
円

手　当　名 内容及び支給単価 （H17年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容 （H17年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 決 算 ） 5,680

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ） 189

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 7,707

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 265

危険物取扱手当 全員

次亜塩素酸ソーダ及び
水質検査に係る危険薬
品等の取扱作業に従事
したとき

１件当たり５００円

外勤手当手当 全員

現場作業、開閉栓、検
針、集金及び滞納整理
等の外勤業務に従事し
たとき

日額１２０円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度） 100.0

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算） 939

32,412

外勤手当、危険物取扱手当

円

2,070 千円 230,000 円

264,941

円同 2,524 千円 126,210
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